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大規模盛土造成地とは 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

滑動崩落とは 
地震力及び盛土の自重による盛土の滑り出す力がその滑り面に対する最大摩擦抵抗力そ

の他の抵抗力を上回り、盛土の地滑り的変動が生じること 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

滑動崩落は滑り面の位置によって以下の３つの形態に分類されます。 
 
 
 
 
 

１）谷埋め型大規模盛土造成地 ２）腹付け型大規模盛土造成地
盛土の面積が３，０００㎡以上 盛土する前の地盤面の水平面に対する角度が２０度

以上で、かつ、盛土の高さが５ｍ以上
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地方公共団体による滑動崩落対策フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模盛土造成地の滑動崩落対策の流れ

・東日本大震災で滑動崩落の被害を受けた宅地の多くは1970年代以前に造成されたことを踏まえ、予防対策

として、大規模盛土造成地の有無とそれらの安全性の確認（変動予測調査）、滑動崩落防止工事が必要。

既存の造成地
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◆予算制度（宅地耐震化推進事業（H18.4 創設））

：地方公共団体が行う大規模盛土造成地の変動予測に関する調査に要する費用の1/3を支援

：地方公共団体、宅地所有者等が行う滑動崩落防止対策の設計、工事に要する費用の1/4を支援
（公益性が高い等の要件を満たすものは1/3（H26.4 拡充）)

◆技術的助言

：大規模盛土造成地の変動予測調査ガイドライン(H18.9)
（東日本大震災での宅地被害の検証を踏まえH26年度上旬に充実予定）

：宅地耐震工法選定ガイドライン(H24.4)

◆全国の進捗状況

◆法改正（H18.4 公布）

：「造成宅地防災区域」の導入、盛土の締固め等の技術基準の追加　等※ ３

国の支援制度

※ １ ， ２

※ ４

※ １ ， ２

※ ４

国土交通省ホームページにおいて、市区町村ごとの変動予測調査等の進捗状況について公表(H26.3)

・2006年以降に造成された宅地では東日本大震災では大規模滑動崩落被害は発生していなかったことから、

新規造成を規制する現行の技術基準は大地震時の被害防止に有効

・締固め度87％未満では滑動崩落が起こりやすいという分析結果となったことから、今後、技術的助言に

締固めの留意点を追記

新規造成地

滑動崩落防止対策

変動予測調査

第二次スクリーニング

第一次スクリーニング
大規模

盛土造成地

の有無

存在する 存在しない

調査完了

計601(34.5%)

大規模盛土造成地の

有無等の公表
大規模盛土造成地マップの

ホームページでの公表

大規模盛土造成地が

存在しない旨のホームページでの公表

46(2.6%)93(5.3%)(注1)

箇所別の

危険性確認
全部の箇所で

変動のおそれなし

箇所別の危険性確認結果の公表

変動のおそれがないことをホームページで追加公表

全部又は一部の箇所

で変動のおそれあり

6(0.3%)(注2)

不

要

0(0%)

宅地造成等規制法に基づく造成宅地防災区域 の指定又は同法に基づき指定された宅地造成工事規制区域内の勧告

6(0.3%) 46(2.6%)

滑動崩落防止工事 の実施

造成宅地防災区域の指定解除

変動予測調査対応済

変動のおそれが

ない箇所は

その旨を公表

公表済

計139(8.0%)

確認完了

計52(3.0%)

調査対応済 計52(3.0%)

0(0%)

46(2.6%)

全市区町村 1742

変動予測調査着手 調査着手 計794(45.6%)

※１

※２

※３

※４

（注１）第二次スクリーニングに着手しているが大規模盛土造成地マップ未公表の４自治体を除く

（注２）第二次スクリーニングは完了しているが大規模盛土造成地マップ未公表の１自治体について、前回のとりまとめでは含めていたが今回から除く


